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【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 4 月 14 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 
【 件 名 】 国 民 の いのち と 健康 を 守る た め 社 会 保障 の 拡充 を 求め る 意見 書 























政府 は 「 全 世代 型 社会 保障 検討 会 議 」 に お いて 、 い わ ゆ る 「 団 塊 世 代 」 が 75 歳 に な 
り 始め る 令 和 4 年 10 月 か ら 、 「 課 税 所 得 が 28 万 円 以上 か つ 年 金 収 入 プ ラス その 他 合 計 所 
得 金 額 が 200 万 円 以上 の 単身 世帯 」 及 び 「75 歳 以上 の 夫婦 等 の 場合 は 320 万 円 以上 の 複 
数 世帯 」、 約 370 万 人 の 方 々 を 対象 に 75 蔵 以上 の 後期 高齢 者 医療 費 の 窓口 負担 割合 を 現 
行 の 1 割か ら 2 割 に 引き 上 げ る 方 針 を 決め まし た 。 

2 割 負 担 と な っ た 場合 の 高齢 者 一 人 当り の 窓口 負担 額 は 、 厚 生 労 働 省 の 推計 に よる 
と 現在 の 年 平均 8 万 3, 000 円 か ら 11 万 7, 000 円 へ 、 約 3 万 4, 000 円 も の 負担 増 に な る と 試 
算 し て いま す 。 令 和 7 年 9 月 末 ま で の 3 年 間 の 配慮 措置 が 適用 され た 場合 で も 年 平均 
2 万 6, 000 円 も の 負担 増 に な り ま す 。 
現役 世代 の 負担 を 軽く し 、 国 民 皆 保険 を 未来 に つない で いく た め と いい ます が 、 後 
期 高 齢 者 支援 金 、 い わ ゆ る 現役 世代 の 負担 軽減 は 、 本 人 1 人 当り 年 350 円 に すぎ ず 、 全 
体 で 720 億 円 の 軽減 に と ど ま る 一 方 、 国 費 及 び 地 方 の 負担 を 合わ せ た 公 費 の 削減 額 は 
980 億 円 と な り ま す 。 

コロ ナ 補 で の 一 定 以上 所 得 の ある 方 へ の 2 割 負担 導入 に は 、 日 本 医師 会 か ら も 「 受 
診 控 え を 一 層 促 進 し 、 後 期 高齢 者 の 健康 に 悪影響 を 及ぼ し か ね な い 」 と 引き 上 げに 懸 
念 が 示さ れ て いま す 。 

新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 か ら 、 高 齢 者 を は じ め 国 民 の いのち と 健康 を 守る 体制 の 
強化 が 何より も 求め られ て いる 中 で 、 受 診 抑制 と 健康 悪化 に 拍 事 を か ける 負担 増 は や 
め る べき で す 。 

よっ て 、 政 府 は 社会 保障 ・ 社 会 福祉 に か か わる 国庫 負担 の 増額 を 行い 、 後 期 高 齢 
医療 窓口 2 割 負担 導入 を 中 止 す る な ど 国 民 負 担 を 軽減 し 社会 保障 の 拡充 を 実現 され る 
よう 強く 求め ます 。 






































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 




















